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がうかがえる。町外からやってきた鳥の劇場は，これまで地域活動にかかわることのなかったよう

な子どもや若い世代，子育て世代等にかかわる事業を行うことで，新たな観客を開拓して行くこと

ができる
25
とともに，地域に必要な文化機関としての位置づけがより明確になるものと思われる。

一方，参加体験のない住民においても，3 年間の活動を経て，鳥の劇場を地域の魅力づくりや子ど

もの教育という観点で評価する人の割合は増えており，サイレント・パトロン拡大の兆しと見るこ

とができよう。 
 また，劇場活動の成果を，演劇に関心の無い住民にとっても関心を持ちやすいと思われる「地域

の魅力づくり」「子どもへの教育効果」といった切り口で，丁寧に情報発信して行くことが，サイ

レント・パトロンの拡大につながるものと思われる。 
 劇場等文化施設の経済的な波及的効果や，地域課題の解決へ向けた社会的役割については，今の

ところ，観劇経験や参加体験の有無にかかわらず，期待感は醸成されているとは言いにくい。2012

年 6 月に施行された「劇場・音楽堂等の活性化に関する法律（通称：劇場法）」の前文には，「劇場・

音楽堂等は，人々の共感と参加を得ることにより「新しい広場」として，地域コミュニティの創造

と再生を通じて，地域の発展を支える機能も期待されている」と述べられている。「新しい広場」と

しての具体的な事業を企画運営して行くことはもちろんだが，社会的役割の遂行状況を地域住民に

きめこまやかに伝えて行くことも重要だと考える。 

 本稿の質問紙調査を実施した 2011 年時点から，鳥の劇場の活動もさらに拡充し，学校現場でのワ

ークショップや親子向けの作品上演数は増えている。また，2013 年から小鷲河地区での野外上演が

年に１度行われ，新たに，障がいのある人の芸術活動の支援や，鳥取県内各地のＮＰＯ法人と連携

したアーティスト・イン・レジデンス事業など，さらに幅広い活動が行われている。また地域の側

の活動も展開を見せている。鹿野地区以外の２地区にも住民のまちづくり活動を行う組織が生まれ

ている。鹿野地区のまちづくり団体ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会は，「鳥の演劇祭」

と連携したまちづくりイベントとして，空き家を活用した「週末だけのまちのみせ」を 2012 年より

毎年実施し，新たなにぎわいを生み出している。このような，鳥の劇場の活動展開，地域住民の活

動の広がりは，住民の劇場受容にも変化を与えているものと推察される。また，一方では，鳥取市

の予算によるトイレ設備の改修や，旧体育館建物の耐震改修工事計画が検討されるなど，公的資金

の投入も増加し，鳥の劇場にはますます公共性が求められるようになっている。時期を改めて，同

じ調査項目を含んだ質問紙調査を実施することで，さらにどのような側面での劇場受容が変化して

いるのか定点観測を続けながら，サイレント・パトロン形成の広がりの状況を明らかにし，「新しい

広場」を創出するような地域社会と劇場との関係を探って行きたい。 
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注 

1 市場活動に表面化しない価値とその構造を分析する手段として用いられる。 

2 「りゅーとぴあ」は，1998 年 10 月に開館した新潟市立の文化施設で，調査は 2006 年２月に行

われている。価値構造の割合は，利用が 6％，威信価値 29.6％，遺贈価値 24.2％と算出されて

いる。 

3 調査は開館５年目に実施され，訪問度 10.3％，認知度 31.6％となっている。 

4 これらの研究では，公立文化施設の支援額の根拠を示すことを目的とし，WTP（支払い意思額）

の推計値が文化施設への自治体の支出根拠とされる。兵庫県立芸術文化センターの調査では，利

用価値 9.7％，威信価値 20.9％，遺贈価値 20.2％などと算出され，年間約 56 億円の社会的便益

をもたらしていると推計されている。 

5 鳥取市から無償貸与されているが，賃料に関する鳥取市と鳥の劇場とのやりとりについては，中

島 2009 参照。 

6 劇場説明資料「鳥の劇場について」には，法人の使命として「わかりやすい」「深い」「一緒に

感じ，考える」を軸に，「魅力的な作品を創る」「演劇活動を通じて社会に貢献する」「活動の

公共性が広く理解され，認知される」と書かれている。 

7 鹿野町誌には，昭和 9年に妙見座という芝居小屋が民間により建設されたが長く続かなかった

（792 ページ）という記録がある。 

8 大正９年に現在位置に移転したもので，現存する旧校舎は昭和 44 年築である。 

9 鳥取県内でも現代劇の上演は，鑑賞団体「市民劇場」による招聘公演が，年に 5，6回行われる

ぐらいで，県内でも非常に限られていた。 

10 合併以前は鹿野町の，合併後も鳥取市の予算が，事業費の一部に割り当てられている。 
11 当初行政が主導して始めた「ふるさとミュージカル」は，市町村合併後は住民主体の運営により

継続されている。「ミュージカル」の年間を通じた活動は，芸術文化を通じたコミュニティ形成

に大きな役割を果たしている（地域学部地域文化学科芸術文化コース南野友紀 2013 年度卒業論

文「鹿野ふるさとミュージカルの社会的意義に関する研究」）。 

12 鳥の劇場の占有使用は 2007 年からである。それまでは体育館は稽古・上演のときの短期的な使

用であった。2011 年時点では，体育館は約 200 席の劇場として，旧幼稚園舎遊戯室が 90 席ほど

の小劇場として活用されていたが，現在，遊戯室での上演は行われず，上演時のロビーや稽古，

トーク，ワークショップなど様々な活動に利用されるなど利用状況は変化している。 

13 「小鳥の学校」では，演劇のほか，宇宙，政治，哲学などの講座があり，最終的にはひとつの舞

台作品を発表する。親子向けの上演作品としては，絵本や童話を題材に翻案された作品「どろう

ぼうがっこう」や「赤いろうそくと人魚」，「森は生きている」などがある。 

14 常勤スタッフは，年によって変動があるが，10 名〜16 名程度である。 

15 毎年の鳥の劇場活動報告および，筆者が実施した 2008 年鳥の演劇祭観客調査より。 

16 １回目の調査は，鳥取県文化政策課の発案により鳥取県と鳥の劇場の協力により筆者が実施し，

２回目の調査は，「平成 23 年度鳥取大学地域貢献推進支援事業」として筆者が主体となって， NPO

法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会，鳥取市鹿野総合支所地域振興課，鳥の劇場の協力により

実施した。 

17 従って，自治会に加入していない世帯等への配布は行われていないので，実際には 15 歳以上の

人口全員へ配布できたわけではない。 

18 鹿野総合支所によれば，通常，このような公式ルートでの世帯主への質問紙調査であれば，７〜

６割の回収率が見込めるとのことだったが，個人調査としたことと調査テーマ等から回収率はそ
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れほど高くなかった。 文化活動や観劇は個人の行動であること，高齢化が進んでおり劇場に足

を運んでいるのは世帯主とは限らないこと，また若い世代実態を把握するため個人を対象に質問

紙を配布した。 

19 どの属性も，χ２乗検定を行い有意水準５％で有意差がある。 

20 2014 年現在では，鹿野町内の 10 代はほぼすべて，一度は鳥の劇場での観劇体験をしている。 

21 χ２乗検定により有意水準５％で有意差があるものに，表中「＊」を付した。 

22 一元配置分析(多重比較)により，有意水準５％で有意。 

23 「６．どんな人たちが，なぜ鹿野に来たのか，もっと知りたい」は，活動後４年の 2011 年時点

では，選択肢としてそぐわない面もあったが，2008 年調査とまったく同じ設問とするため残し

た。 

24 2008 年に質問紙作成のため，鳥の劇場参加体験の無い町民６名に行った事前インタビューで複

数名の方から聞かれた要望を反映した。 

25 2010 年からは，子どもを対象とした舞台作品の上演や参加型の事業が行われている。 
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文「鹿野ふるさとミュージカルの社会的意義に関する研究」）。 

12 鳥の劇場の占有使用は 2007 年からである。それまでは体育館は稽古・上演のときの短期的な使

用であった。2011 年時点では，体育館は約 200 席の劇場として，旧幼稚園舎遊戯室が 90 席ほど

の小劇場として活用されていたが，現在，遊戯室での上演は行われず，上演時のロビーや稽古，

トーク，ワークショップなど様々な活動に利用されるなど利用状況は変化している。 

13 「小鳥の学校」では，演劇のほか，宇宙，政治，哲学などの講座があり，最終的にはひとつの舞

台作品を発表する。親子向けの上演作品としては，絵本や童話を題材に翻案された作品「どろう

ぼうがっこう」や「赤いろうそくと人魚」，「森は生きている」などがある。 

14 常勤スタッフは，年によって変動があるが，10 名〜16 名程度である。 

15 毎年の鳥の劇場活動報告および，筆者が実施した 2008 年鳥の演劇祭観客調査より。 

16 １回目の調査は，鳥取県文化政策課の発案により鳥取県と鳥の劇場の協力により筆者が実施し，

２回目の調査は，「平成 23 年度鳥取大学地域貢献推進支援事業」として筆者が主体となって， NPO

法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会，鳥取市鹿野総合支所地域振興課，鳥の劇場の協力により

実施した。 

17 従って，自治会に加入していない世帯等への配布は行われていないので，実際には 15 歳以上の

人口全員へ配布できたわけではない。 

18 鹿野総合支所によれば，通常，このような公式ルートでの世帯主への質問紙調査であれば，７〜

６割の回収率が見込めるとのことだったが，個人調査としたことと調査テーマ等から回収率はそ
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れほど高くなかった。 文化活動や観劇は個人の行動であること，高齢化が進んでおり劇場に足

を運んでいるのは世帯主とは限らないこと，また若い世代実態を把握するため個人を対象に質問

紙を配布した。 

19 どの属性も，χ２乗検定を行い有意水準５％で有意差がある。 

20 2014 年現在では，鹿野町内の 10 代はほぼすべて，一度は鳥の劇場での観劇体験をしている。 

21 χ２乗検定により有意水準５％で有意差があるものに，表中「＊」を付した。 

22 一元配置分析(多重比較)により，有意水準５％で有意。 

23 「６．どんな人たちが，なぜ鹿野に来たのか，もっと知りたい」は，活動後４年の 2011 年時点

では，選択肢としてそぐわない面もあったが，2008 年調査とまったく同じ設問とするため残し

た。 

24 2008 年に質問紙作成のため，鳥の劇場参加体験の無い町民６名に行った事前インタビューで複

数名の方から聞かれた要望を反映した。 

25 2010 年からは，子どもを対象とした舞台作品の上演や参加型の事業が行われている。 
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